
４長行（情審）第１号

令和４年８月４日

長久手市情報公開審査会 印

公文書一部公開決定についての審査請求について（答申）

令和４年６月２４日（４長行第１５０号）付けで諮問のありました下記の件

について、別紙のとおり答申します。

記

諮問番号 ４長行（情審）第１号
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（別紙）

諮問番号：４長行（情審）第１号

答 申

第１ 審査会の結論

実施機関が、本件審査請求の対象となる公文書を公開することとした決

定は、妥当である。

第２ 審査請求に至る経過

１ 公開請求者（以下「請求者」という。）は、令和４年５月９日、長久手市

情報公開条例（以下「条例」という。）第１０条第１項に基づき、実施機関

である市長（以下「実施機関」という。）に対し「リニモテラス公益施設」

に関して、リニモテラス公益施設指定管理者であるリニモッてが応募書類

として提出した申請書類のうち、様式２～５一式（以下「本件公文書」と

いう。）の公開請求を行った。

２ 実施機関は、令和４年５月３０日、 株式会社に対して、条

例第１４条第１項に基づき、本件公文書の公開に関する意見照会書を送付

した。 株式会社は、同年６月６日、会社名、所在地を除き公

開に反対する意見書を実施機関に提出した。

３ 実施機関は、令和４年６月１０日、条例第６条第２号に定める個人に関

する情報及び条例第６条第３号アに定める法人等事業活動情報であると

して、本件公文書のうち同日付け公文書一部公開決定通知書記載の「公開

しないこととした部分」を非公開とし、その他の情報を公開する旨の公文

書一部公開決定をし（以下「本件決定」という。）、同日付けで条例第１４

条第３項に基づき 株式会社に本件決定をした旨及びその理

由並びに公開を実施する日を通知した。

４ 令和４年６月１７日、 株式会社及び株式会社

（なお、同年７月８日付け補正）（以下「審査請求人ら」という。）

は、市長に対し、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第２条の規

定に基づく不服審査請求（以下「本件審査請求」という。）を行い、併せて

公開の実施の執行停止を申し立てた（同法第２５条第２項）。本件審査請

求において審査請求人らが主張する不服の対象たる情報は、「 株

式会社（令和４年４月１日 株式会社に社名変更）ならびに株

式会社 の貸借対照表および主要業務実績一覧」
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（以下「本件審査請求に係る情報」という。）であった。

同日に市長は、本件決定に係る公文書のうち本件審査請求に係る情報の

部分の公開の実施について、市長が最終的な判断を決定するまでの間、執

行停止の決定をした。

５ 令和４年６月１０日に市長は、請求者に対して本件決定により公開する

こととされた情報について、本件審査請求に係る情報を除き、同月２４日

に公開を実施する旨の通知をした。

６ 市長は、当審査会に対し、令和４年６月２４日に条例第１８条に基づき

本件審査請求について審査の諮問をした。

第３ 審査請求人の主張

１ 審査請求の趣旨

令和４年６月１０日付け４長行第９７号により実施機関が行った文書

一部公開決定処分のうち「 （令和４年４月１日

株式会社に社名変更）ならびに株式会社 の貸

借対照表および主要業務実績一覧」を公開した部分を取り消す。

２ 審査請求の理由

公開決定の部分について財務内容、主要業務が公になることで審査請求

人らの有する競争上の利益が損なわれ、明らかに不利益となる。

また、主要業務については契約先の事情もあり不利益を受ける範囲が審

査請求人ら以外にも及ぶ可能性がある。

第４ 実施機関の弁明

実施機関の弁明は、おおよそ次のとおりである。

１ 条例第６条第３号ア該当性について

「公にすることにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位

その他正当な利益を害するおそれがあるもの」（条例第６条第３号ア）と

は、単に通常他人に知られたくない情報というだけでは足りず、当該法人

等の競争上又は事業運営上の地位その他社会的な地位が具体的に損なわ

れることが客観的に認められる場合をいう。

２ 貸借対照表について

株式会社の貸借対照表については会社法（平成１７年法律第８６号）第

４４０条第１項において、公告が義務付けられており、公にすることが予

定されている。

株式会社の貸借対照表を公開することにより、当該法人等の競争上又は

事業運営上の地位その他社会的な地位が具体的に損なわれることが客観
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的に認められる場合とはいえないので、 株式会社ならびに株式会

社 の貸借対照表を公開することが妥当であると

判断した。

３ 主要業務実績一覧について

主要業務実績一覧に記載されている当該グループ（ 株式会社な

らびに株式会社 ）の事業活動に関する情報は、ホ

ームページ等に掲載されている内容又はそれらと同等の内容である。主要

業務実績一覧に記載されている当該グループ以外の情報についても、業務

名及び業務内容ともに一般に公にされている情報である。主要業務実績一

覧は、過去の取組実績を簡潔にまとめたものであり、これらの情報が公開

されても競合事業者に模倣され容易に流用され、今後の指定管理者の公募

において審査請求人の地位が不利益になるとはいえない。

本件で、主要業務実績一覧を公にすることは、「公にすることにより、当

該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するお

それがあるもの」（条例第６条第３号ア）に該当しないものとして、主要業

務実績一覧につき公開することが妥当であると判断した。

第５ 審査会の判断

１ 争点について

本件審査請求に係る情報（①審査請求人らの各貸借対照表、及び、②審

査請求人らの各主要業務実績一覧（ただし、株式会社

の主要業務実績一覧のうち受注額等に係る情報を除く。以下同様））

が、条例第６条第３号アに定める非公開事由である法人等事業活動情報に

該当するか否か。

２ 指定管理者に選定された事業者の情報公開について

⑴ 指定管理者の情報公開について

指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２

第３項）の選定に係る情報は、公の施設の管理を行うことの公共性から、

その選定の過程及び選定理由につき市民に説明責任を負い、公開の要請

が強い。

⑵ 指定の申請をした事業者の情報公開について

指定の申請をした事業者の情報公開については、リニモテラス公益施

設指定管理者募集要項１２頁「３ 申請書類の取扱い」において、（５）

公表「申請書類等は、情報公開の対象となるため、情報公開の規定に基

づき開示する場合があります。」として応募時に事業者に周知している。

このように、指定管理者の公募に応じて提出した応募者の申請書類につ
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いても公表することが予定されている。

また、審査請求人らは、リニモテラス公益施設指定管理者であるリニ

モッてが提出した申請書類のうち様式３－１２「個人情報保護及び情報

公開に対する考え方」２具体的な取り組み（２）情報公開に関する考え

方（要綱等）において、「個人情報保護を徹底する一方、市民の「知る権

利」として情報公開は必要不可欠であると考えます。そのため当グルー

プおよび本件提案書作成に協力した各社が有する著作権、意匠権など権

利関係にあるものや特定のノウハウ、弊社と協力事業者との関係から派

生する提案内容を除き、一般的な事項については公開する方向で検討し

ます。」と記載している。とすると、共同事業体リニモッての構成員であ

る審査請求人らは、提出した申請書類が公文書として原則公開されるこ

とを前提に、リニモテラス公益施設の指定管理者として応募するために

申請書類を提出したものといえる。

３ 条例第６条第３号ア該当性について

⑴ 「公にすることにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地

位その他正当な利益を害するおそれがあるもの」（条例第６条第３号ア）

は非公開とされている。

その趣旨は、法人等の健全で適正な事業活動の自由を保障する必要が

あるところから、公にすることにより、法人等の競争上の地位その他正

当な利益を害するおそれがある情報が記録されている公文書を非公開

としたことにある。具体的には、法人等の生産・技術販売上のノウハウ、

経理、人事等の内容で公にすることにより法人等の事業活動が損なわれ

ると認められる情報をいう。

⑵ もっとも、条例第６条では、市が行う事業等の活動を説明する責務を

全うし、市民参加による公正で開かれた市政を推進することの公益性に

鑑み、公文書の公開を原則として義務付けている。

とすると、「公にすることにより、当該法人等又は当該個人の権利、競

争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるもの」（条例第６条

第３号ア）とは、単に当該情報が「通常他人に知られたくない」という

だけでは足りず、当該情報が開示されることによって当該法人又は個人

の競争上の地位その他正当な利益が害される蓋然性が客観的に認めら

れることが必要であると解される（最判平成２３年１０月１４日集民２

３８号５７頁）。

４ ①審査請求人らの各貸借対照表について

⑴ 審査請求人らの各貸借対照表は、財務諸表に記載された金額及びその

金額をもとに計算した各種指標の数値であり、法人の事業活動に関する
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情報であると認められる。

⑵ 共同事業体リニモッての構成員である審査請求人らは、会社法上の株

式会社である。

会社法第４４０条第１項により「株式会社は、法務省令で定めるとこ

ろにより、定時株主総会の終結後遅滞なく、貸借対照表（大会社にあっ

ては、貸借対照表及び損益計算書）を公告しなければならない。」と規定

されている。

この点、公告方法を官報によるとした場合には、会社法計算規則（平

成１８年法務省令第１３号）第１３８条から第１４２条までに定める貸

借対照表の要旨を公告することで足りるとされている（会社法第９３９

条第１項第１号）が、株式会社が定款において官報にて公告するものと

していた場合でも会社法第４４０条第２項により公告方法としてイン

ターネット上のウェブサイトに貸借対照表を掲載する方法をとること

ができ、この場合は要旨でなく全文の公開が必要となる。会社法は、貸

借対照表の全文を公にすることを前提としており、官報に公告する場合

には、その特性に応じて要旨による公告を認めているに過ぎないと解さ

れる。

⑶ 当審査会の調査によると、 株式会社の貸借対照表は、イ

ンターネット上のウェブサイトで、過去５年間分が全て公開されており、

本件審査請求に係る２０２０年３月３１日決算期の 株式会社

の貸借対照表も公開されている。既に誰でも閲覧できる状況で公開され

ている貸借対象表を公開することにより、 株式会社の競争

上の地位その他正当な利益を害するとはいえない。

株式会社 の貸借対照表は、当審査会の調査に

よっても、インターネット上のウェブサイト及び官報で公告されている

事実は確認できなかった。しかし、株式会社 が、

どのような公告方法によっていたとしても、会社法第４４０条が貸借対

照表を公にすることを規定している以上、株式会社

の貸借対照表の全てを公開することにしても、株式会社

の競争上の地位その他正当な利益を害するとはいえない。

⑷ したがって、審査請求人らの貸借対照表は、条例第６条第３号アに定

める非公開事由には該当しないと判断する。

５ ②審査請求人らの各主要業務実績一覧について

⑴ 審査請求人らの各主要業務実績一覧は、法人である審査請求人らの主

要業務の実績を記載したものであり、法人等の事業活動に関する情報で

あると認められる。
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また、審査請求人らは、民間企業であり、その主要業務実績一覧につ

いては、一定の企業ノウハウにあたる情報が含まれる可能性がある。

そこで、審査請求人らの当該情報が開示されることによって当該法人

の競争上の地位その他正当な利益が害される蓋然性が客観的に認めら

れるかを検討する。

⑵ 株式会社の主要業務実績一覧

株式会社のホームページでは、ＰＲ館・行政等受託、指

定管理事業のビジョンとして「地域の皆さまのお役に立てるよう、でん

きの科学館をはじめとするＰＲ館の運営業務、そして、そこで培ったノ

ウハウを活かして、行政からの受託業務、指定管理業務などを展開して

おります。」と紹介されている。また、事業内容としてＰＲ館運営受託、

行政からの運営受託、指定管理業務について紹介されており、クリック

すると各施設のホームページを閲覧でき、一般的に公開されている情報

といえる。

ア 岐阜県先端科学技術体験センター

主要業務実績一覧記載の「業務名」については、 株式

会社が岐阜県から指定を受けて岐阜県先端科学技術体験センターの指

定管理業務を行っていることは、 株式会社のホームペー

ジ上で紹介されている。

同じく「業務内容」については、岐阜県のホームページでも岐阜県

先端科学技術体験センター指定管理者募集要項に施設の概要として、

場所が岐阜県瑞浪市であること、発注者が岐阜県であること、施設の

内容として敷地面積、建設面積、延床面積、施設ごとの収容人数、入

館者数の推移が記載されている。指定管理料は初年度の上限が１６１，

２３７千円とされ、指定管理期間が、令和３年４月１日から令和８年

３月３１日まで（５年間）であることも公開されている。またこれら

の内容は、岐阜県先端科学技術体験センターサイエンスワールドのホ

ームページでも公開されている。

したがって、主要業務実績一覧に記載されている内容は、いずれも

株式会社又は岐阜県のホームページで公開されている内

容であり、広く一般人が知ることのできる内容であることから、当該

情報が開示されることによって 株式会社の競争上の地位

その他正当な利益が害されるとはいえない。

よって、当該情報は、条例第６条第３号アに定める非公開事由には、

該当しないと判断する。

イ でんきの科学館・川越電力館・碧南電力館及び、知多電力館
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主要業務実績一覧記載の「業務名」については、 株式

会社がでんきの科学館、川越電力館、碧南電力館及び、知多電力館の

運営受託をしていることは、 株式会社のホームページ上

の事業内容として紹介されている。

同じく「業務内容」については、各施設のホームページから施設の

場所は明らかである。 株式会社が、 株式会社か

ら各施設の運営受託を受けていることはホームページ上で明らかにさ

れている。入館者数や面積は、各施設のホームページでもある程度明

らかにされている。

同じく「備考」については、受注額を非開示としている。受注額を開

示した場合については法人の競争上の地位を害するおそれがあるもの

の、受注額を非開示としていること自体を公開しても、

株式会社の競争上の地位を害するとはいえない。

したがって、主要業務実績一覧に記載されている内容は、

株式会社若しくは各施設のホームページで公開されている内容で

あり、広く一般人が知ることのできる内容であるか、又は、公開して

も競争上の地位を害するおそれのない情報であることから、当該情報

が開示されることによって 株式会社の競争上の地位その

他正当な利益が害されるとはいえない。

よって、当該情報は、条例第６条第３号アに定める非公開事由には、

該当しないと判断する。

ウ 体感！しだみ古墳群ミュージアム

主要業務一覧記載の「業務名」については、 株式会社

が名古屋市から指定を受けて体感！しだみ古墳群ミュージアムの指定

管理業務を行っていることは、 株式会社のホームページ

で事業内容として紹介されている。

同じく「業務内容」については、名古屋市のホームページをみると、

指定管理者がしだみの里守グループであること、来館者数が令和元年

度で１５４，５９１人であることや指定管理料が年間１１２，１１４

千円であること、指定管理期間は平成３１年４月から令和６年３月で

あることが記載されている。これらの情報は、体感！しだみ古墳群ミ

ュージアムのホームページでも公開されている。

同じく「備考」については、 株式会社がしだみの里守

グループの代表企業であることは、歴史の里しだみ古墳群の施設案内

のホームページのお問い合わせ先に掲載され公開されている情報であ

る。
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したがって、主要業務実績一覧に記載されている内容は、いずれも

株式会社又は名古屋市等のホームページで公開されてい

る内容であり、広く一般人が知ることのできる内容であることから、

当該情報が開示されることによって 株式会社の競争上の

地位その他正当な利益が害されるとはいえない。

よって、当該情報は、条例第６条第３号アに定める非公開事由には、

該当しないと判断する。

エ 以上のことから、 株式会社の主要業務実績一覧記載の

情報を公開しても「公にすることにより、当該法人等又は当該個人の

権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるもの」（条

例６条第３号ア）とはいえない。

⑶ 株式会社 の主要業務実績一覧

株式会社 の業務内容として、同社のホームペ

ージからダウンロードできる会社案内（以下、単に「会社案内」という。）

では、公園緑地、動植物園、自然公園の計画・設計、地域活性化、まち

づくりに係る計画、ワークショップ等支援、集客交流施設の運営（指定

管理等）、イベントの企画運営等が掲載されている。

ア 緑化フェア会場基本設計

株式会社 の会社案内では、業務内容として、

公園緑地、動植物園、自然公園の計画・設計が掲載されている。また、

ホームページ上の記事として第３７回全国都市緑化ひろしまフェア

「ひろしまはなのわ２０２０」について、広島市で開催された全国都

市緑化フェアで創作した「はなのわ花壇」では、旧広島市民球場跡地

のスタンドの形状に沿って造成した立体花壇を設計したこと、植栽デ

ザインでは、ミックスボーダーガーデンの植栽手法に日本庭園の景観

演出手法を組み合わせた、新しい試みを行ったことが掲載されている。

他方、主要業務実績一覧記載の「業務名」及び「業務内容」につい

ては、全国緑化フェア会場のグランドコンセプト及び会場計画にかか

る設計業務及び植栽管理業務といった業務の名称を記載したものにす

ぎない。当該情報によっても、管理手法等のノウハウ等が記載されて

いるものではない。しかも、株式会社 が全国

都市緑化ひろしまフェアの業務を行ったことはホームページ上に具体

的に記載されている。したがって、当該情報を公開しても株式会社

の競争上の地位その他正当な利益が害されると

はいえない。

よって、当該情報は、条例第６条第３号アに定める非公開事由には、
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該当しないと判断する。

イ Ｔ動物園ライオン舎及びパドック実施設計

株式会社 の会社案内では、業務内容として、

動植物園の運営が掲載されている。それ以外に、ホームページ上には、

Ｔ動物園ライオン舎及びパドック実施設計についての具体的な記載は

見当たらない。

他方、主要業務実績一覧記載の「業務名」及び「業務内容」について

は、Ｔ動物園ライオン舎の実施設計及び、パドックの実施設計業務と

いった業務の名称を記載したものにすぎない。当該情報によっても、

取引の相手方は明らかでなく、かつ、設計手法等のノウハウ等が記載

されているものではない。しかも、株式会社

が動植物園の運営の業務に携わっていること自体は、ホームページで

公開されている。したがって、当該情報を公開しても株式会社

の競争上の地位その他正当な利益が害されるとはい

えない。

よって、当該情報は、条例第６条第３号アに定める非公開事由には、

該当しないと判断する。

ウ 県営広域公園路等実施設計

株式会社 の会社案内では、業務内容として、

公園緑地、自然公園の計画が掲載されている。それ以外に、ホームペ

ージ上には、県営広域公園路等実施設計についての具体的な記載は見

当たらない。

他方、主要業務実績一覧記載の「業務名」及び「業務内容」について

は、県営広域公園の再整備に伴う実施設計業務という業務の内容を一

般的抽象的に記載したものにすぎない。当該情報によっても、取引の

相手方は明らかでなく、かつ、設計手法等のノウハウ等が記載されて

いるものではない。しかも、株式会社 が公園

緑地、自然公園の計画の業務に携わっていること自体は、ホームペー

ジで公開されている。したがって、当該情報を公開しても株式会社

の競争上の地位その他正当な利益が害されると

はいえない。

よって、当該情報は、条例第６条第３号アに定める非公開事由には、

該当しないと判断する。

エ 国立公園集団施設地区基本設計

株式会社 の会社案内では、業務内容として、

公園緑地、自然公園の計画が掲載されている。それ以外に、ホームペ
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ージ上には、国立公園集団施設地区基本設計についての具体的な記載

は見当たらない。

他方、主要業務実績一覧記載の「業務名」及び「業務内容」について

は、国立公園における交流拠点施設及び外構部の基本設計業務という

業務の内容を一般的抽象的に記載したものにすぎない。当該情報によ

っても、取引の相手方は具体的には明らかでなく、かつ、設計手法等

のノウハウ等が記載されているものではない。しかも、株式会社

が公園緑地、自然公園の計画の業務に携わってい

ること自体は、ホームページで公開されている。したがって、当該情

報を公開しても、株式会社 の競争上の地位そ

の他正当な利益が害されるとはいえない。

よって、当該情報は、条例第６条第３号アに定める非公開事由には、

該当しないと判断する。

オ 県営公園再整備マスタープラン策定業務委託

株式会社 の会社案内では、業務内容として、

公園緑地、自然公園の計画が掲載されている。それ以外に、ホームペ

ージ上には、県営公園再整備マスタープラン策定業務委託についての

具体的な記載は見当たらない。

他方、主要業務実績一覧記載の「業務名」及び「業務内容」について

は、Ｃ県の県営公園再整備にむけたマスタープラン策定業務という業

務の内容を一般的抽象的に記載したものにすぎない。当該情報によっ

ても、取引の相手方は明らかでなく、かつ、設計手法等のノウハウ等

が記載されているものではない。しかも、株式会社

が公園緑地、自然公園の計画の業務に携わっていること自体は、

ホームページで公開されている。したがって、当該情報を公開しても

株式会社 の競争上の地位その他正当な利益が

害されるはといえない。

よって、当該情報は、条例第６条第３号アに定める非公開事由には、

該当しないと判断する。

カ Ｓ緑地における植生調査

株式会社 の会社案内では、業務内容として、

公園緑地業務が掲載されている。それ以外にホームページ上には、Ｓ

緑地における植生調査についての具体的な業務についての記載は見当

たらない。

他方、主要業務実績一覧記載の「業務名」及び「業務内容」について

は、Ｓ緑地公園における長寿命化に関する植生調査業務という業務の
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名称を一般的抽象的に記載したものにすぎない。当該情報によっても

取引の相手方は明らかでなく、かつ、調査手法等のノウハウ等が記載

されているものではない。しかも、株式会社

が公園緑地業務に携わっていること自体は、ホームページで公開され

ている。したがって、当該情報を公開しても株式会社

の競争上の地位その他正当な利益が害されるとはいえない。

よって、当該情報は、条例第６条第３号アに定める非公開事由には、

該当しないと判断する。

キ ＪＲ勝川駅前商業施設の設計及び管理業務

株式会社 の会社案内では、業務内容として、

地域活性化、まちづくりに係る計画、ワークショップ等支援、集客交

流施設の運営（指定管理等）、イベントの企画運営等が掲載されている。

また、株式会社 のホームページでは、「まま

ま勝川」の施設の設計を担当し、竣工後は施設の運営や植栽管理の手

伝いをしていることが、「「ままま勝川」はＪＲ勝川駅から徒歩５分程

の所に位置する、カフェなどが入る中庭式の建物で、「勝川がますます

楽しいまちに変わっていく!!」ことを目的に、勝川エリア・アセット・

マネジメント株式会社がまちづくり活動と一体的に運営されている施

設です。 が施設の設計を担当し、竣工後は施

設の運営や植栽管理のお手伝いをさせて頂いております。」と紹介され

ている。

他方、主要業務実績一覧記載の「業務名」及び「業務内容」について

は、ＪＲ勝川駅前商店街内の商業施設のリニューアル（実施設計）及

びイベントなどの運営業務、植栽演出などの管理業務という業務の名

称を一般的抽象的に記載したものにすぎない。業務の対象がＪＲ勝川

駅近くの商業施設であること、業務の内容が、施設の設計を担当し、

施工後は施設の運営や植栽管理の手伝いを行っていることはホームペ

ージで公開されている。したがって、当該情報を公開しても株式会社

の競争上の地位その他正当な利益が害される

とはいえない。

よって、当該情報は、条例第６条第３号アに定める非公開事由には、

該当しないと判断する。

ク Ｕ動物園 動物園ホール基本設計業務

株式会社 の会社案内では、業務内容として、

動植物園の計画・設計が挙げられている。それ以外に、ホームページ

上には、Ｕ動物園動物園ホール基本設計業務についての具体的な記載
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は見当たらない。

他方、主要業務実績一覧記載の「業務名」及び「業務内容」について

は、Ｕ動物園のホール基本設計業務という業務の名称を一般的抽象的

に記録したものにすぎない。当該情報によっても、取引の相手方は明

らかでなく、かつ、設計手法等のノウハウ等が記載されているもので

はない。しかも、株式会社 が動物園の計画・

設計に携わっていること自体は、ホームページで公開されている。し

たがって、当該情報を公開しても株式会社 の

競争上の地位その他正当な利益が害されるとはいえない。

よって、当該情報は、条例第６条第３号アに定める非公開事由には、

該当しないと判断する。

ケ ＪＲ勝川駅前商業施設の改修及び管理運営業務

株式会社 の会社案内では、業務内容として、

「地域活性化、まちづくり、都市づくりに係る計画・ワークショップ

等支援」が掲載されている。ホームページ上の具体的な記事としては、

ＪＲ勝川駅北に位置するネクシティパレッタビルのリニューアルにつ

いて、「ネクシティパレッタ リニューアルオープンイベント」、「ＪＲ

勝川スグのネクシティパレッタの１Ｆがコミュニティを育む商業施設

「ＣＯＭＥＥＴ（コミート）」として生まれ変わります！」等の記事が

掲載されている。

他方、主要業務実績一覧記載の「業務名」及び「業務内容」について

は、ＪＲ勝川駅前商業施設の実施設計業務及びテナントを含めた企画

運営、外構部の設計監理という業務の名称を一般的抽象的に記載した

ものにすぎない。株式会社 がＪＲ勝川駅近く

の商業施設の運営に関わりがあることを推知させる記事はホームペー

ジで公開されているし、業務内容の記載についても、企業ノウハウに

あたる記載はない。したがって、当該情報を公開しても株式会社

の競争上の地位その他正当な利益が害されるとは

いえない。

よって、当該情報は、条例第６条第３号アに定める非公開事由には、

該当しないと判断する。

コ 体感！しだみ古墳群ミュージアム

主要業務実績一覧記載の「業務名」について、しだみの里守グルー

プが名古屋市の指定を受けて、体感！しだみ古墳群ミュージアムの指

定管理業務を行っていることは、名古屋市のホームページに掲載され

ている。また、株式会社 の会社沿革では平成
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３１年４月に歴史の里しだみ古墳群の指定管理を開始したことが掲載

されている。

同じく「業務内容」については、株式会社

のホームページの の掲示板イベント情報において、

株式会社 が毎月１回歴史講座を企画し、埴輪

づくり、ミニ古墳づくり、野営イベント等が行われていることが掲載

されている。指定管理業務運営期間が「平成３１年４月から令和６年

３月であることは名古屋市のホームページに掲載されている。

同じく「備考欄」については、株式会社 （現在の株式

会社 ）がしだみの里守グループの構成企業で

あることは、名古屋市のホームページに掲載されている。

したがって、主要業務実績一覧に記載されている内容は、いずれも

株式会社 又は名古屋市のホームページで公開

されている内容であり、広く一般人が知ることのできる内容であるこ

とから、当該情報が開示されることによって株式会社

の競争上の地位その他正当な利益が害されるとはいえない。

よって、当該情報は、条例第６条第３号アに定める非公開事由には、

該当しないと判断する。

サ あい農パーク春日井

主要業務実績一覧記載の「業務名」については、春日井市のホーム

ページにおいて、Ｔ・Ｉ・Ｔふれあい農園共同体（代表団体株式会社

構成団体 株式会社・株式会社

）があい農パーク春日井ふれあい農業公園の指定管理者に選

定されたことが掲載されている。また、株式会社

のホームページの会社沿革では、令和元年１１月にあい農パーク

春日井(春日井市ふれあい農業公園)の指定管理を開始したことが掲載

されている。

同じく「業務内容」については、春日井市のホームページの指定管

理者募集の仕様書において、運営業務・維持管理業務・その他の業務

が詳細に示されている。また、株式会社 のホ

ームページでは、農業公園の運営について、収穫のみの体験といった

気軽なものから、種まきから収穫までのすべての農作業（安納芋の種

付けと収穫等）を行うプログラム、そして農や食に関わる様々なイベ

ント（サツマイモのつるで作るクリスマスリースづくり等）の開催が

掲載されている。

管理運営体制が共同事業体（Ｔ・Ｉ・Ｔふれあい農園共同体）である
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ことや管理業務運営の期間も指定管理期間として、春日井市のホーム

ページの指定管理者募集の仕様書において、平成３１年１１月１日か

ら平成３６年３月３１日までと掲載されている。

したがって、主要業務実績一覧に記載されている内容は、いずれも

株式会社 又は春日井市のホームページで公開

されている内容であり、広く一般人が知ることのできる内容であるこ

とから、当該情報が開示されることによって株式会社

の競争上の地位その他正当な利益が害されるとはいえない。

よって、当該情報は、条例第６条第３号アに定める非公開事由には、

該当しないと判断する。

シ 以上のことから、株式会社 の主要業務実績

一覧記載の情報を公開しても「公にすることにより、当該法人等又は

当該個人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあ

るもの」（条例第６条第３号ア）とはいえない。

６ 結論

よって、本件審査請求に係る情報は、いずれも条例第６条第３号アに定

める非公開事由である法人等事業活動情報に該当しないので、本件決定は

妥当である。

第６ 答申に関与した委員の氏名

岩﨑友就委員、土方義信委員、神下美輝子委員、戸田正彦委員、水谷泰

子委員

第７ 調査審議の経過

１ 令和４年６月２４日 諮問

２ 令和４年６月２９日 口頭説明・審議

３ 令和４年８月４日 審議・答申


